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工事に附帯して必要となる
費用

潜熱回収型石油給湯器

１０ コージェネレーション設備

住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する
基準及び一次エネルギー消費量に関する基準（平成28年国
土交通省告示第266号）に適合する工事であること。

節水型トイレ
ＪＩＳ Ａ 5207に規定する「Ⅱ形大便器」と同等以上の性能を
有すること。

油だき温水ボイラーにあっては、連続給湯効率が94％以上
であること。

電気ヒートポンプ・ガス瞬間
式併用型給湯器

熱源設備は、電気式ヒートポンプとガス補助熱源機を併用す
るシステムで貯湯タンクを持ち、年間給湯効率（JGKAS A705）
が102％以上であること。

燃料電池システム
エネルギー消費性能計算プログラムにおいて選択可能な機
種であること。

燃料電池発電ユニットにあっては、エネルギー消費性能計算
プログラムにおいて選択可能な機種であること。

高断熱浴槽
ＪＩＳ Ａ 5532に規定する「高断熱浴槽」と同等以上の性能を
有すること。

ガスエンジン・コージェネレーションにあっては、ガス発電ユ
ニットのＪＩＳ Ｂ 8122に基づく発電及び排熱利用の総合効率が
低位発熱量基準で80％以上であること。

別紙２　省エネ・再エネ工事　対象工事一覧表

外壁、屋根、天井、床の全
体

窓、ドア

ヒートポンプ給湯機
ＪＩＳ Ｃ 9220に基づく年間給湯保温効率又は年間給湯効率
が2.7以上であること。

給湯単能器及び風呂給湯器にあっては、モード熱効率が
83.7％以上であること。

【設備の取り替え、取り付け】

工事種別 要件

建物全体
建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年
経済産業省、国土交通省令第１号）第１条第１項第２号イ（１）
に適合する工事であること。

【住宅の断熱性能を高める工事】
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Ｎｏ 工事種別 要件

給湯暖房器にあっては、給湯部熱効率が94％以上であるこ
と。

石油給湯器（直圧式）にあっては、モード熱効率が81.3％以
上であること。

石油給湯器（貯湯式）にあっては、モード熱効率が74.6％以
上であること。

６ 潜熱回収型ガス給湯器
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１７ 蓄電池

それぞれの工事に附帯して
必要となる費用

　電力会社の電力系統に連系すること。

　蓄電容量が17.76ｋｗｈ未満であること。

常時、太陽光発電設備と接続し、太陽光発電設備が発電す
る電力を充放電できるリチウムイオン電池を使用したものであ
ること。

　電力会社の電力系統に連系すること。

　次の全ての要件に適合すること。

地中熱ヒートポンプ冷暖房
システム

ＬＥＤ照明

ＪＩＳ Ｂ 2061に規定する「節湯形」と同等以上の性能を有する
こと。

　照明設備工事を伴う場合に限る。

設置される住宅において発電した電気が消費されるもので
あること。

　地中熱を熱源とする設備であること。

　次の全ての要件に適合すること。

節湯水栓

【設備の取り替え、取り付け】
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１６ 太陽光発電設備

要件工事種別


